
～ 未来につなぐ 信頼される 上下水道へ ～

令和８年度

水道・下水道事業会計 予算(案)の概要

令 和 ８ 年 ２ 月 2 4 日
第１回経営審議会 資料１

１ 予算（案）総括

○ 水道事業会計では、耐震化事業の加速化などにより、
前年度より約５億円、支出予算を上積み

○ 下水道事業会計では、２月補正に前倒した2.7億円を
含めると、概ね前年度と同規模の予算を計上

○ ビジョンの値をやや下回るものの、両会計とも安定経営を
維持できる純利益・累積資金残高を確保！

○ 物価高騰対策として、国の交付金を活用し、過去最長
となる１０か月間の水道料金基本料金の免除を実施！
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【基本的な考え方】

【予算総括】

○ 近年多発する地震・豪雨や上下水道管破損による道路陥没などを踏まえ、

市民の安全・安心を守るため、災害対策・老朽化対策を加速化

○ 中長期的な料金等収入の減少、施設老朽化に伴う更新費用の増大などを見据え、
Ｒ７改訂のビジョンに基づき、計画的に施設を更新・長寿命化

税込み　単位：億円

令和８年度
当初予算

令和７年度
当初予算

増減

収入 57.64 53.75 3.89

支出 75.02 70.12 4.90

収入 70.68 73.59 △ 2.91

支出 78.37 81.55 △ 3.18

水道事業
会計

下水道事業
会計



差額約3.8億円の税抜き
約2.3億円が純利益！

２ 水道事業会計 予算（案）概要
○ 収益的収支では、概ね前年度と同規模の予算を計上し、ビジョン値を下回るものの、
前年度を若干上回る約2.3億円の当年度純利益を確保

○ 10か月の水道料金基本料金の免除の影響で、料金収入が大きく減少するが、その
分、国の交付金を活用し一般会計から補てんされるため、収支への直接の影響なし

【収益的収支】 【資本的収支】

税込み 単位：億円
()付数字は、前年対比増△減【収益的収支 内訳】

【資本的収支 内訳】

【累積資金残高】

不足額約21.1億円は、
累積資金で補てん

これまでに発生した利益や現金の動きがない減価償却費などにより蓄積された資
金で施設の建設・更新や借入金の返済などに使用する資金

税込み 単位：億円
()付数字は、前年対比増△減

(※1)減価償却費…⻑く使う⽔道管などの資産の建設費⽤を、その資産が使
⽤できる年数で割って毎年の費⽤として計上する会計
処理。帳簿上の処理で、現金の動きはない費⽤。

(※2)⻑期前受金戻⼊…⻑く使う⽔道管などの資産の建設時の財源（国や市
からの補助金など）を減価償却に合わせて毎年
徐々に収益として計上する会計処理。帳簿上の処
理で、現金の動きはない収⼊。

○ 資本的収支では、耐震化事業の加速化により、前年度に比べ収入・支出ともに
大きく増加させ、災害に強い施設づくりを推進！
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（単位：億円）

令和８年度末 令和７年度末 増減
令和８年度末
ビジョン値 増減

15.96 16.89 △ 0.93 16.22 △ 0.26

0.00 0.33 △ 0.33 0.00 0.00

15.96 17.22 △ 1.26 16.22 △ 0.26合計

水道

簡易水道

税込み　単位：億円

令和８年度
当初予算

令和７年度
当初予算

増減

水道 42.61 42.60 0.01
簡易水道 2.04 1.69 0.35

合計 44.65 44.29 0.36
水道 38.66 38.47 0.19

簡易水道 2.24 2.29 △ 0.05

合計 40.90 40.76 0.14
令和８年度
ビジョン値

増減

水道 2.53 2.91 △ 0.38 3.03 △ 0.50

簡易水道 △ 0.22 △ 0.61 0.39 △ 0.20 △ 0.02

合計 2.31 2.30 0.01 2.83 △ 0.52

純損益
(税抜)

収入

支出

税込み　単位：億円

令和８年度
当初予算

令和７年度
当初予算

増減

水道 10.94 7.10 3.84
簡易水道 2.05 2.36 △ 0.31

合計 12.99 9.46 3.53
水道 31.42 26.63 4.79

簡易水道 2.70 2.73 △ 0.03

合計 34.12 29.36 4.76

収入

支出



（単位：億円）

令和８年度末 令和７年度末 増減
令和８年度末
ビジョン値 増減

30.87 25.21 5.66 31.26 △ 0.39

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

30.87 25.21 5.66 31.26 △ 0.39

15.65 15.78 △ 0.13 16.38 △ 0.73

合計

合計(追加借入除く)

下水

農村下水

差額約7.5億円の税抜き
約6.7億円が純利益！

３ 下水道事業会計 予算（案）概要
○ 収益的収支では、概ね前年度と同規模の予算を計上し、ビジョン値を若干下回る
ものの、前年度を上回る約6.7億円の当年度純利益を確保

【収益的収支】 【資本的収支】

税込み 単位：億円
()付数字は、前年対比増△減【収益的収支 内訳】

【資本的収支 内訳】

【累積資金残高】

不足額約15.2億円は、
累積資金で補てん

税込み 単位：億円
()付数字は、前年対比増△減

○ 資本的収支では、R7年度2月補正に前倒した事業費2.7億円を含めると、施設
の建設等費用を若干上積みし、浸水対策や老朽管路の更新、汚水処理統合事業
などを推進

交付税措置を最大限活用するために追加借入した企業債の
残高を除いた、実質的な累積資金残高3

税込み　単位：億円

令和８年度
当初予算

令和７年度
当初予算

増減

下水 52.20 50.84 1.36
農村下水 2.14 1.87 0.27

合計 54.34 52.71 1.63
下水 45.16 45.16 0.00

農村下水 1.72 1.68 0.04

合計 46.88 46.84 0.04
令和８年度
ビジョン値

増減

下水 6.31 4.85 1.46 6.56 △ 0.25

農村下水 0.42 0.19 0.23 0.31 0.11

合計 6.73 5.04 1.69 6.87 △ 0.14

純損益
(税抜)

収入

支出

税込み　単位：億円

令和８年度
当初予算

令和７年度
当初予算

増減

下水 15.47 20.00 △ 4.53

農村下水 0.87 0.88 △ 0.01

合計 16.34 20.88 △ 4.54

下水 29.65 33.11 △ 3.46

農村下水 1.84 1.60 0.24

合計 31.49 34.71 △ 3.22

収入

支出
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⑴安全 ～いつでも安全に安心して利用できる～

水道 老朽管路等の更新【5.17億円】

■耐用年数を超えた老朽管等を耐震性能がある水道管に更新
（L=4,940m）

(主な箇所) 西19条南３丁目
L=1,015m  ほか

簡水 川西地区の受水切替【0.45億円】

■川西地区での安定した水道水の供給に向け、十勝中部広域水道企業団
からの受水に切り替えるため、送水管敷設工事を実施（L=390m）

(箇所) 美栄町

■岩内浄水場の浄水設備や制御設備等を更新
（R6-8の継続事業 総事業費：2.86億円）

簡水 岩内浄水場の老朽設備の更新【1.38億円】

下水 汚水管等の整備【0.74億円】

■未整備地区の汚水管等を整備（L=80m）

(主な箇所) 西5条南12丁目ほか

下水 下水道管渠の長寿命化【2.13億円】

■テレビカメラ調査で、更新の緊急度
が高いと判定した老朽管の長寿命化
工事等を実施（L=440m）

(主な箇所) 白樺地区ほか

下水 汚水処理統合に向けた施設整備【7.85億円】

■令和11年度からの汚水処理機能の統合に向け、帯広川下水終末処理場
から十勝川浄化センターに汚水を送るための施設整備等を実施

・汚水を送り出す中継ポンプ場の新設（R7-9の継続事業）

・汚水を送る圧送管の整備（L=359m） 等

農下 合併処理浄化槽の設置【1.25億円】

■農家住宅等の水洗化のための合併処理浄化槽（5-10人用）の設置
（18基）

４ 主要事業（水道・下水道事業会計）

※一部R7

から繰越

■耐用年数を超えた管渠の劣化度を
テレビカメラで調査（L=2.91km）

配水管整備の様子→

↑テレビカメラ調査の様子

水道 新たな水質検査機器の導入【0.65億円】

■有機フッ素化合物のＰＦＯＳ及びＰＦＯＡが水質基準に追加されること
に伴い、新たな検査機器「液体クロマトグラフ質量分析計」を導入

下水 帯広川下水終末処理場の設備改修【0.32億円】

■処理場の設備老朽化等に伴い、設備の更新計画等を策定

・設備更新計画の策定

・耐水化に向けた実施設計 等
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水道 水道管路の耐震化【8.78億円】

■上下水道耐震化計画に基づき、重要施設（防災拠点や避難所）に接続する
配水管を耐震化（L=5,734m）

(主な箇所) 西23条南1丁目 L=1,154m  ほか

下水 下水道管マンホールの耐震化【0.23億円】

⑵強靭 ～災害に強く迅速に対応する～

■上下水道耐震化計画に基づき、急所施設(※)である中島配水場に接続する
送水管を耐震化（上水道エリアの全急所施設の耐震化が完了予定）
（L=2,150m）

(※)その施設が停止すると広範囲にわたって給水が
できなくなる施設

■上下水道耐震化計画に基づき、地震により液状化のおそれがある地区で、
重要施設に接続する下水道管マンホールの浮上対策を検討
（マンホール110箇所）

下水 浸水防止のための雨水管整備【3.70億円】

■大雨時に浸水リスクの高い地区で、浸水防止のための雨水管を整備
（L=952m）

※一部R7

から繰越

(箇所) 稲田地区

⑶持続 ～健全かつ安定的な運営を持続する～

地面を掘らずに工事できるメーターボックスへの
更新【0.28億円】

水道

■100箇所

情報発信・ＰＲの充実【0.01億円】

物価高騰に直面する市民・事業者支援

水道

簡水
水道料金基本料金の免除【10.73億円】

■物価高騰の影響を受けている市民や事業者を幅広く支援するため、国の
交付金を活用し、水道料金の基本料金(※)を10か月間免除

（令和8年5月～令和9年2月検針分）

< ビジョンの目標値の進捗状況 >

指 標 名
予算値
（R8）

目標値
（R8）

目標値
（R11）

雨水整備率 74.9% 75.0% 76.3%

（前年対比+0.3%）

(※)一般的な家庭（口径20mm）で、月額1,210円。10か月の免除額は、12,100円。

←雨水管の整備

水道

簡水

下水

農下

< ビジョンの目標値の進捗状況 >

指 標 名
予算値
（R8）

目標値
（R8）

目標値
（R11）

水道管路の
耐震適合率

88.1% 88.0% 90.0%

（前年対比+1.0%）

←管路耐震化の様子



５ 水道事業会計 業務量
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６ 下水道事業会計 業務量

■水道事業 ■簡易水道事業
年度

区分

給 水 人 口 人 給水区域内の給水を受けている人口 156,693 156,320 154,960 △ 1,360 △ 0.9 2,933 2,940 2,900 △ 40 △ 1.4

給 水 戸 数 戸 給水契約をしている戸数 81,408 80,500 80,500 0 0.0 1,026 1,013 1,013 0 0.0

普 及 率 ％
給水区域内人口に占める給水人口の
割合 99.97 99.97 99.97 0 94.52 94.38 94.49 0.11

年間総配水量 15,624 15,581 15,587 6 0.0 632 586 683 96 16.4

自己水源 9,334 7,715 7,678 △ 37 △ 0.5 431 388 457 69 17.9

企業団受水 6,290 7,866 7,909 43 0.5 201 198 226 27 13.6

有 収 水 量 千ｍ
3 総配水量のうち、漏水等を除いた
料金収入の対象となる水量 14,376 14,292 14,255 △ 37 △ 0.3 486 480 472 △ 8 △ 1.7

有 収 率 ％
年間総配水量に占める有収水量の
割合

92.01 91.73 91.45 △ 0.28 76.89 81.80 69.09 △ 12.71

　※年間総配水量及び有収水量については、千㎥単位で四捨五入しているため、表示の数値から算出した数値や率と必ずしも一致しない場合があります。

１年間に配水した水量千ｍ
3

用 語 解 説
令 和 ８ 年 度
予 算

比較増△減

前 年 度 予 算
対 比 増 減

増 減 率
（ ％ ）

令 和 ６ 年 度
決 算

令 和 ７ 年 度
予 算

増 減 率
（ ％ ）

比較増△減
令 和 ６ 年 度
決 算

令 和 ７ 年 度
予 算

令 和 ８ 年 度
予 算

前 年 度 予 算
対 比 増 減

■下水道事業 ■農村下水道事業
年度

区分

年 間 総 処 理 水 量 千ｍ
3 １年間に処理場や合併処理浄化槽などで
処理した水量 22,929 24,980 24,814 △ 166 △ 0.7 186 189 188 △ 1 △ 0.5

有 収 水 量 千ｍ
3 総処理水量のうち、雨水や不明水等を
除いた使用料収入の対象となる水量 16,088 15,933 15,860 △ 73 △ 0.5 185 187 186 △ 1 △ 0.5

普 及 率 ％
下水道事業会計全体の行政区域内人口に占
める処理区域内人口の割合 97.10 97.46 97.10 △ 0.36 △ 0.4

合 併 処 理 浄 化 槽
設 置 基 数 累 計
(個別排水処理事業)

基 合併処理浄化槽の累計設置基数 638 654 668 14 2.1

用 語 解 説
令 和６年度
決 算

令和８年度
予 算

比較増△減
令和７ 年度
予 算

令和６年度
決 算

令和７年度
予 算

令和８年度
予 算

比較増△減

前 年 度 予 算
対 比 増 減

増 減 率
（ ％ ）

前 年 度 予 算
対 比 増 減

増 減 率
（ ％ ）


